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パート１
国民会議と医療介護一括法

２０２５年へ向けて、医療・介護のグランドデザインの議論
社会保障制度改革国民会議（会長 清家慶応義塾大学学長）
が2012年11月30日から始まった

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E4%BF%9D%E9%9A%9C%E5%88%B6%E5%BA%A6%E6%94%B9%E9%9D%A9%E5%9B%BD%E6%B0%91%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E3%80%80%E5%AE%89%E5%80%8D%E9%A6%96%E7%9B%B8&source=images&cd=&cad=rja&docid=qOeUAktpKy9doM&tbnid=AV3-z3Dub2ThGM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/actions/201301/21shakaihoshou.html&ei=HScDUdfdJsqiigegvoDYCA&bvm=bv.41524429,d.aGc&psig=AFQjCNH0lMLJuC0dlEAeqcoiwrc8CZxEUg&ust=1359247518021709


社会保障・税一体改革（８月１０日）
• ８月１０日に社会保障と税
の一体改革関連法案が参
院本会議で賛成多数で可
決さた。

• 現在5％の消費税率を14年
4月に8％、15年10月に10

％に引き上げることなどを
盛り込んだ。

• その背景は・・・

団塊世代の高齢化と、激増
する社会保障給付費問題

2012年８月１０日、参議院を通過



団塊世代
700万人



2025年
149兆円

2012年度
109.5兆円

ＧＤＰ対比
22.8％



安倍首相、消費増税再延期

• 安倍首相、報道陣の
質問に答え、「（経
済状態は）、リーマ
ン前に似ている」と
述べ、消費税再延期
を示唆した

• 消費税率１％でおよ
そ2兆円の歳入減

• 2018年診療報酬・介
護報酬同時改定の財
源は？

• ２０１６年５月２６日 志摩
観光ホテル

http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20160527-00000005-mai-pol.view-000


地域医療介護一括法



社会保障制度改革国民会議
最終報告書（2013年8月6日）

最終報告が清家会長から安倍首相に手渡し



国民会議報告のポイント

• 医療提供体制の見直し

–病床機能情報報告制度の早期導入

–病床機能の分化と連携の推進

–在宅医療の推進

–地域包括ケアシステムの推進

–医療職種の業務範囲の見直し

–総合診療医の養成と国民への周知



地域包括ケアシステム

病床機能分化と連携
同時進行



地域医療・介護一括法成立可決（2014年6月18日）

基金の創設： 医療提供体制を見直す医療機関などに補助金を配るための
基金を都道府県に創設（2014年度）

病床機能報告制度： 医療機関が機能ごとの病床数を報告する制度を導入
（2014年10月）

地域医療構想： 都道府県が「地域医療構想」を作り、提供体制を調整（2015
年4月）

医療事故を第三者機関に届けて出て、調査する仕組みを新設(2015年10月）

「要支援」の人への通所・訪問看護サービスを市町村に移管(2015年4月から段階的
に）

一定の所得がある利用者の自己負担割合を1割から2割に引き上げ(2015年8月）

所得が低い施設入居者向けの食費・部屋代補助の対象を縮小(2015年8月）

所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充(2015年4月）

特養への新規入居者を原則「要介護３以上」に限定(2015年4月）

医
療

介
護

(カッコ内は施行時期）

2014年6月18日
可決成立



2014年5月14 日衆院
厚生労働委員会で
強行採決！



強行採決の前日、５月１３日衆議院厚生労働委員会参考人招致
「地域包括ケアシステムにおける看護師・薬剤師の役割と課題」



パート２
地域包括ケアシステムと大学の役割



地域包括ケアシステムとは

介護が必要になっても、住み慣れた地
域で、その人らしい自立した生活を送
ることができるよう、医療、介護、予防
、生活支援、住まいを包括的かつ継続
的に提供するシステム
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地域包括ケアシステム
は街づくりシステム



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

２０２５年の地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要介護状態となっても
、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになります。

○ 認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活
を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する町村部等、高齢化
の進展状況には大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り

上げていくことが必要です。

認知症の人

地域包括ケアシステム
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地域包括ケアシステム構築と
大学の役割









東京大学高齢社会総合研究機構
学術支援専門職員 木村清一さん

• もと柏市保健福祉部長、2011年度より現職

• 2009年、木村さんと辻哲夫さんとの出会いが

柏プロジェクトを生んだ

プロジェクトを生んだ



柏プロジェクトとは？

豊四季台地域高齢社会総合研究会

柏市

東京

大学

UR都市
機構

３２

木村清一さん

辻哲夫さん



商業・生活利便 施
設ゾーン

公園

将来の豊四季台地域のイメージ

○ サービス付き高齢者向け住宅

○ ２４時間対応の在宅医療・看護・介護サービス

○ くるみ幼稚園

○ 地域医療拠点

地域拠点ゾーン

四季の道

（自転車歩行者専用道）

豊四季台地域包括ケアシステムのイメージ
在宅医療と生きがい就労を実現し，平成２６年初旬に豊四季台団地で

地域包括ケアシステムの具体的な構築を目指す。

→ 国の政策を具現化するモデルをつくる。

○ コミュニティ食堂

在宅で医療，看護，介護サービスが受ける体制が整い，
いつまでも在宅で安心して生活できる

地域の中に多様な活躍の場があり，
いつまでも元気で活躍できる

○ 特養 柏こひつじ園

○ 植物栽培ユニット

３３



団地の一角のサ高住
と地域包括支援センター
訪問看護ステーション、
在宅医療支援診療所
など

地域包括ケア
の見える化



柏地域医療連携センター

• 三師会事務局が入る柏地域医療連携センター

• 常駐するのは市の職員





◆中央：豊四季台地域
（豊四季台プロジェクト）
高齢化著しい団地を舞台に，
都市部高齢化に対応した在
宅医療・生きがい就労のシ
ステムをモデル的に実践

全市への
波及･展開

全市への
波及･展開

北部

中央

南部

豊四季台地域

柏の葉
周辺地域

地域の特徴に沿ったモデル事業を実施・得られたノウハウは全市へ展開

◆北部：柏の葉周辺地域
（健康未来都市）
鉄道開通や住宅開発に伴い、
人口が流入・増加するまちを
舞台に，超高齢社会を展望し、
健康に主眼をおいた持続的な
まちづくりをモデル的に実践

柏市は，超高齢社会への進行の段階に応じた健康安全な都市を目指す

柏市における取り組みの展開イメージ

３５

健康づくり

地域包括ケア

大学が知恵袋となって行う地域の街づくり



パート３
地域医療構想とは？

2025年へ向けて大きく変わる病床の姿







病床機能報告制度と地域医療構想
• 報告項目

–人員配置・医療機器等

• 医療機関が看護職数などの人員配置や医療機器などの設
備について、厚労省が整備するサーバーへ送る項目（病棟
単位23項目、病院単位22項目）

–手術・処置件数等

• 手術件数や処置件数など、提供している医療の内容を「レ
セプト情報・特定健診等情報データベース（NDB)」を活用し
て自動的に集計する項目（81項目）

• 地域医療構想（ビジョン）
• 病床機能の「今後の方向」は6年後の方向性

• 「地域医療構想（ビジョン）のためのガイドラインを策定する
検討会」で議論







地域医療構想策定ガイドライン等
に関する検討会

座長：遠藤久夫・学習院大学経済学部長



地域医療構想策定
３つのステップ

①構想区域の設定

②構想区域における
医療需要の推計

③地域医療構想調整会議で

医療提供体制（必要病床数）を
協議



ステップ②
医療需要を推計する



医療需要から
病床機能別病床数を推計

• 地域医療構想策定ガイドライン等に関する検
討会（2014年10月31日）

– 1日当たりの「医療資源投入量」の多寡で医療需
要（患者数）を推計→病床機能別病床数を推計

• DPCデータとNDBから、患者に対する個別の診療行為を

診療報酬の出来高点数に換算して入院日数や入院継
続患者の割合などと比較して医療資源投入量を算出

• 医療資源投入量（1日あたり入院医療費から入院基本

料とリハを除いた出来高部分、医薬品、検査、手術、処
置、画像など）

• 医療資源投入量の高い段階から順に、高度急性期機
能・急性期機能・回復期機能・慢性期機能の4つの医療
機能を位置付ける



医療介護情報の分析・検討ワーキンググループ（松田教授）資料

医療資源投入量を用いた
病床機能区分別の医療需要の推計方法（１）









東京

新潟



２０１３年比２０２５年増減率（目標）

• ①１５％ 神奈川

• ②１１％ 大阪

• ③７％ 埼玉

• ④６％ 千葉

• ⑤５％ 東京、沖縄

• ⑥－１％ 京都

• ⑦－２％ 愛知

• ⑧－７％ 兵庫

• ⑨－８％ 奈良

• ⑩－１１％ 宮城

• －１２％ 北海道、
• 滋賀、福岡 （全国平均）

• －１５％ 栃木

• －１６％ 群馬

• －１８％ 長野、広島

• －１９％ 茨城、岐阜

• －２０％ 鳥取

• －２１％ 新潟、三重

• －２２％ 静岡

• －２３％ 山形、岡山、大分

• －２５％ 石川、山梨

• －２６％ 福井

• －２７％ 和歌山、香川、長崎

• －２８％ 青森、秋田、福島

• －２９％ 岩手

• －３０％ 島根、愛媛

• －３１％ 高知

• －３２％ 徳島

• －３３％ 富山、山口、佐賀、熊本、宮崎

• －３５％ 鹿児島



2025年までに最大20万床削減
在宅を30万人へ



パート４
広域医療圏統合ネットワーク（IHN)と

大学の役割

IHN(Integrated Health Network)



国民会議のポイント
医療法人制度・社会法人制度の見直し

• 医療法人等の間の競合を避け、地域における医療・介護サービスのネッ
トワーク化を図るためには、当事者間の競争よりも協調が必要であり、
その際、医療法人等が容易に再編・統合できるよう制度の見直しを行うことが
重要である。

• このため、医療法人制度・社会福祉法人制度について非営利性や公共性の
堅持を前提としつつ、機能の分化・連携の推進に資するよう、例えばホー
ルディングカンパニーの枠組みのような法人間の合併や権利の移転等を速や
かに行うことができる道を開くための制度改正を検討する必要がある。

・複数の医療法人がグループ化すれば、病床や診療科の設定、医療機器の設置
、人事、医療事務、仕入れ等を統合して行うことができ、医療資源の適正な
配置・効率的な活用を期待することができる。





囚人のジレンマ：互いに協調する方が裏切り合うよりもよい結果になることが分かっていても、
皆が自身の利益を優先している状況下では、互いに裏切りあってしまう





地域連携ネットワークから地域統合ネットワークへ

Ｊk

地域統合ネットワーク

共同購買
GPO

クラウド
電子カルテ

日本版ＩＨＮ
半径５０Ｋｍ~１００Km 圏内に急性期病院、

回復期リハ病院、慢性期病院、診療所、
介護福祉施設、大学の統合ネットワーク
（ＩＨＮ）を形成、売り上げ1000億～2000億
円規模

非営利ホールデイ
ングカンパニー

今後



IHN(Integrated Healthcare Network)とは？
広域医療圏統合ネットワーク

キヤノングローバル戦略研究所研究主幹
国際医療福祉大学大学院特任教授

松山幸弘氏



１つの広域医療圏で設立する

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ
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⑥経営審査･評価機能
⑦レセ電算ｾﾝﾀ機能
⑧その他

【ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞカンパニー】

①電子ｶﾙﾃＩＤＣ機能
②人材供給・教育機能
③共同購買機能
④画像診断ｾﾝﾀ機能
⑤ｅ－ＩＣＵ運営機能

経営資源の共有情報の共有

人材派遣ｾﾝﾀｰ

最先端医療機器

全国共通電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑ

１患者１ｶﾙﾃでﾁｰﾑ医療

ICｶｰﾄﾞ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの活用

複数医療機関を中心とした運営組織の設立

利
益
の
地
域･

患
者
還
元

徹
底
し
た
情
報
開
示

医
療
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ラ
ス
タ
（産
業
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積
）

子
会
社
・提
携
企
業
群

非営利保険会社

臨床治験ｻｰﾋﾞｽ

ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌｧﾝﾄﾞ

病院ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

医療機器開発

など

医療機関及び医療関連企業、医師会、大学、行政の共同出資会社





IHNモデルの形成の過程

・米国の病院はもともと民間非営利が中心で構成

・1980年後半から1990年代に政府の医療費抑制策に
より病院の収益が悪化～DRGの導入～

・またマネジドケアに対抗するため病院の統合による
規模拡大が盛んになった

• 統合は1980年代は類似の機能をもつ病院の水平
統合から始まった

• 1990年代からは垂直統合によるIHNが盛んになって
現在に至る



IHNモデルの成功の秘訣

• 地域における医療機関の大規模な統合ネットワー
クの形成

• 規模のメリット、ネットワーク内の機能分化と重複投
資の防止を通じて、浮いた財源で医療技術の進歩
に合わせた設備投資と人材育成を継続

• 医療人材養成機関（医学部、看護学部など）を併設

• 医療における民間的経営手法を徹底的に追求する

• 医療と経営の分離

• 民間非営利手法による地域連携から地域統合へ



IHN事例（米国等）

センタラヘルスケア（バージニア州ノースフォーク）



ＩＨＮモデル分類 松山幸弘氏

• ①純民間型・１地域密着型
– センタラ・ヘルスケア（バージニア州
ノースフォーク）

– インターマウンテン・ヘルスケア（ユ
タ州ソルトレーク）

• ②自治体立・１地域密着型

– サラソナ・メモリアル・ヘルス
ケア（フロリダ州）

• ③全国展開型
– アセンション・ヘルス（カトリック系）

– カソリック・ヘルスケア・ウェスト

• ④純民間・医科大学業
務提携型
– センタラ・ヘルスケア

– ワシントン大学と業務提携し
たＢＪＣヘルスケア（ミズーリ
州セントルイス）

• ⑤医科大学主導型
– ＵＰＭＣ（ピッツバーグ大学メ
デイカルセンター、ペンシル
ベニア州ピッツバーグ）

• ⑥完全統合クローズ型

– カイザーパーマネンテ
（カリフォルニア州オーク
ランド市）



①純民間型・１地域密着型
センタラ・ヘルスケア

• センタラヘルスケア
– センタラ・ノーフォーク総合病
院を中核とし、半径100キロ
メートルの医療圏に約120の
医療関連施設を保有する複
合事業体

– 総合病院と小児専門病院な
どの専門病院を中核として医
療機関を経営統合

– 医科大学を併設
– 開業医ネットワークとの連携

– 機能の重複を上手く避けて、
互いに補完し合っている

– 規模のメリットを追求

ノースフォーク バージニア州
センタラヘルスケア



Sentara Healthcare



Sentara Healthcare



⑤医科大学主導型
UPMC(ピッツバーグ大学メデイカルセンター）











パート５
地域医療連携推進法人と

大学の役割

日本版IHN



医療法人の事業展開等に関する検討会

２０１３年１１月











岡山大学 森田 潔

岡山大学メディカルセンター構想
～岡山における医療・福祉サービス提供体制の効率化と地域経済活性化の実現～

平成26年3月28日
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（２） 岡山大学メディカルセンター構想の概要

国立大学法人岡山
大学

意思決定機関

岡山市
独立行政法人

労働者健康福祉機構
日本赤十字社

社会福祉法人

恩賜財団済生会
独立行政法人

国立病院機構

OUMC
岡大病院

OUMC
岡山市民病院

OUMC
岡山労災病院

OUMC
岡山日赤病院

OUMC
岡山済生会病院

OUMC
国立医療センター

岡山21世紀型地域ネットワーク

岡山大学メディカルセンター

Okayama University Medical Center (OUMC)

公立
病院

民間
病院診

療
所

診
療
所

診
療
所

非営利ホールディングカンパニー型法人



米メイヨー・クリニックのよ
うな巨大ヘルスケア提供
機関を作るための持ち株
会社制度などを通じて医療
分野の発展を促す

2014年1月22日ダボス会議



３０法人が
検討中

大学病院
主導型
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第7次医療計画第６次医療計画
医療計画医療計画

2018年

2023年

介護
保険
事業
計画

介護
保険
事業
計画

介護
保険
事業
計画

介護保
険事業
計画

介護
保険
事業
計画

介護
保険
事業
計画

医
療
介
護
の
あ
る
べ
き
姿

医
療
計
画

介護
保険
事業
計画

報
酬
改
定

2016年

地域医療構想



２０２５年へのカウントダウン
～地域医療構想・地域包括ケアはこうなる！～

• 武藤正樹著

• 医学通信社

• Ａ５判 ２７０頁、２８００円

• 地域医療構想、地域包括ケア
診療報酬改定、２０２５年へ向
けての医療・介護トピックスetc

• 2015年9月発刊



まとめと提言

・医療介護一括法は、団塊世代700万人が後期高齢者となる
2025年へむけて法制基盤

・地域包括ケアシステムと地域医療構想が２大テーマ

・大学も地域包括ケアシステムや地域医療構想の一翼を担おう

・地域連携推進法人と大学の役割に注目が集まっている

・



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

